
岐阜労働局

最低賃金の減額の特例許可制度について



1. 最低賃金減額特例許可申請について

2. 申請書提出における注意事項について

3. その他注意事項について



1 . 最低賃金減額特例許可申請について

そもそも最低賃金とは？

・最低賃金制度とは、最低賃金法に基づ
き国が賃金の最低額を定め、使用者は、
その最低賃金額以上の賃金を労働者に支
払わなければならないとする制度です。

・最低賃金は、パートタイマー、アルバ
イト、臨時、嘱託など雇用形態や呼称に
関係なく、セーフティネットとして各都
道府県内の事業場で働くすべての労働者
とその使用者に適用されます。

・令和６年10月１日から岐阜県地域別最
低賃金が1001円に改定されました。



一般の労働者より著しく労働能力が低い、労働時

間において手待ち時間が多く実作業時間が少ない

など、特定の労働者について、使用者が都道府県

労働局長の許可を受けることで個別に最低賃金か

ら減額した賃金を支払うことを可能とした特例許

可制度

1 . 最低賃金減額特例許可申請について

最低賃金減額特例許可とは？



1 . 最低賃金減額特例許可申請について

最低賃金減額特例許可とは？

申請において、減額特例の許可が必要か、支払賃金額が

適正であるか等といった点を考慮し、適切に申請すること

が求められる

局長の許可を要件として最低賃金法第4条に規定する最低賃金額

からの減額が可能となる制度

つまり...



1. 最低賃金減額特例許可申請について

2. 申請書提出における注意事項について

3. その他注意事項について



・許可書、必要書類を準備のうえ、許可書については事業場を管轄する都道府県労働局長名を記入し、

所轄労働基準監督署へ２部提出する。

2 . 申請書提出における注意事項

（最低賃金法第７条第１号）

【必要書類】
・精神または身体の障害により著しく労働能力の低い者の最低賃金の減額の特例許可申請書（様式第１号）
・障害者手帳等、精神又身体の障害の程度が客観的にわかる資料の写し
・減額率算定表（対象者の労働能率を把握できる資料）
・各作業の割合及び労働能率集計表
・労働条件通知書
・減額特例に対する減額対象労働者からの同意書等

（最低賃金法第７条第４号）

【必要書類】
・断続的労働に従事する者の最低賃金の減額の特例許可申請書（様式第５号）
・断続労働の詳細について勤務割表やタイムテーブル、巡回経路図や日報等の資料
・労働条件通知書、就業規則、対象者名簿（包括申請の場合）
・減額特例に対する減額対象労働者からの同意書等

精神または身体の障害により著しく労
働能力の低い者

断続的労働に従事する者

提出書類（一例）

提出書類は？

許可期間ギリギリではなく、早め
早めの提出をお願いします！



たしかめよう！～申請書記入における注意点～

業務の種類を具体的に記入すること。
障害者にかかる許可申請については申請のあった業務限定の許可となるため、「雑
務等」といった広くとらえられる記入は不可。

☑

リーフレットを参考に、減額特例許可を必要とする理由を記入すること。
障害者にかかる許可申請においては障害が対象労働者に従事させようとする業務に
どのように影響するか、具体的に記入することが必要。

☑

リーフレットを参考に、法令、許可基準に基づき、当該支払賃金及び減額率を定め
た理由を記入すること。☑

従事させようとする業務の種類１

減額の特例許可を必要とする理由等２

支払おうとする賃金－理由３

以下３点を特にチェック！



精神または身体の障害により著しく労働能力の低い者の最低賃金の減額の特例許可申請書（様式第１号）



断続的労働に従事する者の最低賃金の減額の特例許可申請書（様式第５号）



事例１ 許可申請書（障害）

不備があると思われる箇所は？

様式第１号（第４条関係）

性別

令和　７ 年　３ 月　６ 日
　　職　 理事長

使用者
氏　　　名 厚生　太郎

注意

精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者の最低賃金の減額の特例許可申請書
事業の種類 事業場の名称 事業場の所在地
老人ホーム 社会福祉法人岐阜労働会 岐阜県岐阜市金竜町５-13

岐阜県最低賃金
岐阜　太郎 男 昭和54年2月5日

精神又は身体の障
害の態様

減額の特例許可を
受けようとする労
働者

氏名 生年月日

減額の特例許可を
受けようとする最
低賃金

件　　名

知的障害（療育手帳判定B）
最低賃金額 1001円

従事させようとす
る業務の種類

雑務

支払おうとする賃金

金　　　額 801円以上

労働の態様
始業時刻：９時00分
終業時刻：16時00分

休憩時間：12時00分から13時00分

５　「減額の特例許可を受けようとする最低賃金」欄には、許可を受けようとする全ての最低賃金の件名及び金額を記入すること（地域別最低賃金及び

減 額 率 20.00%

理　　　由 知的障害のため減額の特例許可を
必要とする理由等

知的障害のため

岐阜労働局長　　殿

１　「精神又は身体の障害の態様」欄には、精神又は身体の障害の程度を記入すること。
２　「従事させようとする業務の種類」欄には、減額の特例許可があつた場合に、当該労働者に従事させようとする業務の種類を具体的に記入すること。
３　「労働の態様」欄には、始業終業の時刻、作業の内容、作業量等を詳細に記入すること。
４　「減額の特例許可を必要とする理由等」欄には、減額の特例許可を必要とする理由その他参考となる事項を記入すること。

　特定最低賃金の双方であれば、それぞれの件名及び金額を連記すること。）。
６　「支払おうとする賃金」欄の「金額」欄には、法第４条第３項各号に規定する賃金を除外した最低賃金の対象となる賃金を記入すること。また、「理
　由」欄には、使用者において当該減額率を定めた理由の概要を記入すること。



事例１ 許可申請書（障害）

訂正例

様式第１号（第４条関係）

性別

令和　７ 年　３ 月　６ 日
　　職　 理事長

使用者
氏　　　名 厚生　太郎

注意

精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者の最低賃金の減額の特例許可申請書
事業の種類 事業場の名称 事業場の所在地

1001円

従事させようとす
る業務の種類

雑務
床の清掃、食器洗い

支払おうとする賃金

金　　　額

減額の特例許可を
受けようとする最
低賃金

件　　名 岐阜県最低賃金
岐阜　太郎 男 昭和54年2月5日

精神又は身体の障
害の態様

知的障害（療育手帳判定B）
最低賃金額

減額の特例許可を
受けようとする労
働者

氏名 生年月日

20.00%

理　　　由

知的障害のため
同種労働に従事している労働者
の労働能率と比較し、職務の成
果等を勘案して別添のとおり減

額率及び金額を定めた。

減額の特例許可を
必要とする理由等

知的障害のため
知的障害により、同種労働に従事している労働者の労働能率と比

して著しく労働能力が低いため。

　特定最低賃金の双方であれば、それぞれの件名及び金額を連記すること。）。
６　「支払おうとする賃金」欄の「金額」欄には、法第４条第３項各号に規定する賃金を除外した最低賃金の対象となる賃金を記入すること。また、「理
　由」欄には、使用者において当該減額率を定めた理由の概要を記入すること。

老人ホーム
老人福祉・介護事業

社会福祉法人岐阜労働会
特別養護老人ホーム長良

岐阜県岐阜市金竜町５-13

岐阜労働局長　　殿

１　「精神又は身体の障害の態様」欄には、精神又は身体の障害の程度を記入すること。
２　「従事させようとする業務の種類」欄には、減額の特例許可があつた場合に、当該労働者に従事させようとする業務の種類を具体的に記入すること。
３　「労働の態様」欄には、始業終業の時刻、作業の内容、作業量等を詳細に記入すること。
４　「減額の特例許可を必要とする理由等」欄には、減額の特例許可を必要とする理由その他参考となる事項を記入すること。

５　「減額の特例許可を受けようとする最低賃金」欄には、許可を受けようとする全ての最低賃金の件名及び金額を記入すること（地域別最低賃金及び

801円以上

労働の態様
始業時刻：９時00分
終業時刻：16時00分

休憩時間：12時00分から13時00分

減 額 率



事例２ 許可申請書（断続）

不備があると思われる箇所は？

様式第５号（第４条関係）

令和　　７ 年　３ 月　９ 日
職 代表取締役

使用者
氏　　名 厚生　次郎

注意

　と。

５　「減額の特例許可を必要とする理由等」欄には、減額の特例許可を必要とする理由その他参考となる事項を記入すること。

６　「減額の特例許可を受けようとする最低賃金」欄には、許可を受けようとする全ての最低賃金の件名及び金額を記入すること（地域別最低賃金
　及び特定最低賃金の双方であれば、それぞれの件名及び金額を連記すること。）。
７　「支払おうとする賃金」欄の「金額」欄には、法第４条第３項各号に規定する賃金を除外した最低賃金の対象となる賃金を記入すること。また、
　「理由」欄には、使用者において当該減額率を定めた理由の概要を記入すること。

不動産管理業
株式会社岐阜労働

ながら社員寮
岐阜県岐阜市金竜町５-13

岐阜労働局長　　殿　　　

１　表題の（　　　）内には、個人別に許可を受けようとする場合は「個人」と、包括的に許可を受けようとする場合は「包括」と記入すること。
２　「減額の特例許可を受けようとする労働者」欄には、個人別に許可を受けようとする場合は当該労働者の氏名、性別及び生年月日を、包括的に許

　可を受けようとする場合は当該労働者の数を記入するとともに、当該労働者全ての氏名、性別及び生年月日を記載した名簿を添付すること。
３　「従事させようとする業務の種類」欄には、減額の特例許可があつた場合に、当該労働者に従事させようとする業務の種類を具体的に記入するこ

４　「労働の態様」欄には、始業終業の時刻、実作業の内容及びその頻度、手待ち時間における労働者の状態等を詳細に記入すること。

28.00%
手待ち時間数 7時間 0 分

減額の特例許可を
必要とする理由等

手待ち時間が多い 理　　由 手待ち時間が多い

始業時間：22時00分
終業時刻：翌日8時00分
詳細は別紙のとおり

支払おうとする賃金

金　　　額 721円以上

実作業時間数と手
待ち時間数

実作業時間数 3時間 0 分

減 額 率

減額の特例許可を
受けようとする労
働者

岐阜　花子（女）
昭和45年8月8日生まれ

減額の特例許可を
受けようとする最
低賃金

件　　名 岐阜県最低値賃金

従事させようとす
る業務の種類

寮の管理人業務
最低賃金額 1001円

労働の態様

断続的労働に従事する者の最低賃金の減額の特例許可申請書（　　　　個人　　　　　）
事業の種類 事業場の名称 事業場の所在地



事例２ 許可申請書（断続）

訂正例

様式第５号（第４条関係）

令和　　７ 年　３ 月　９ 日
職 代表取締役

使用者
氏　　名 厚生　次郎

注意

　と。

５　「減額の特例許可を必要とする理由等」欄には、減額の特例許可を必要とする理由その他参考となる事項を記入すること。

６　「減額の特例許可を受けようとする最低賃金」欄には、許可を受けようとする全ての最低賃金の件名及び金額を記入すること（地域別最低賃金
　及び特定最低賃金の双方であれば、それぞれの件名及び金額を連記すること。）。
７　「支払おうとする賃金」欄の「金額」欄には、法第４条第３項各号に規定する賃金を除外した最低賃金の対象となる賃金を記入すること。また、
　「理由」欄には、使用者において当該減額率を定めた理由の概要を記入すること。

岐阜労働局長　　殿　　　

１　表題の（　　　）内には、個人別に許可を受けようとする場合は「個人」と、包括的に許可を受けようとする場合は「包括」と記入すること。
２　「減額の特例許可を受けようとする労働者」欄には、個人別に許可を受けようとする場合は当該労働者の氏名、性別及び生年月日を、包括的に許

　可を受けようとする場合は当該労働者の数を記入するとともに、当該労働者全ての氏名、性別及び生年月日を記載した名簿を添付すること。
３　「従事させようとする業務の種類」欄には、減額の特例許可があつた場合に、当該労働者に従事させようとする業務の種類を具体的に記入するこ

４　「労働の態様」欄には、始業終業の時刻、実作業の内容及びその頻度、手待ち時間における労働者の状態等を詳細に記入すること。

28.00%
手待ち時間数 7時間 0 分

減額の特例許可を
必要とする理由等

手待ち時間が多い
労働時間において、常態として手待ち時間と実作業時間が
繰り返され、かつ、手待ち時間が多く、実作業時間が少な

いことから。

理　　由

手待ち時間が多い
手待ち時間の割合や職務の成果
等を勘案して減額率及び金額を

定めた。

始業時間：22時00分
終業時刻：翌日8時00分
詳細は別紙のとおり

支払おうとする賃金

金　　　額 721円以上

実作業時間数と手
待ち時間数

実作業時間数 3時間 0 分

減 額 率

減額の特例許可を
受けようとする労
働者

岐阜　花子（女）
昭和45年8月8日生まれ

減額の特例許可を
受けようとする最
低賃金

件　　名 岐阜県最低値賃金

従事させようとす
る業務の種類

寮の管理人業務
最低賃金額 1001円

労働の態様

断続的労働に従事する者の最低賃金の減額の特例許可申請書（　　　　個人　　　　　）
事業の種類 事業場の名称 事業場の所在地

不動産管理業
株式会社岐阜労働

ながら社員寮
岐阜県岐阜市金竜町５-13



1. 最低賃金減額特例許可申請について

2. 申請書提出における注意事項について

3. その他注意事項について



3 . その他注意事項

精神または身体の障害により著しく労働能力の低い者

・労働能率が劣る事実を客観的に証明する資料として、過去２週間程度
の減額対象労働者及び比較対象労働者の作業実績に関する資料（減額率
算定表）を求めている。2週間程度の作業実績とその平均値を求めるの
は、障がい者が曜日、時間帯又は労働時間の長短等によって労働能率に
変動が生じる可能性があるため。
・減額対象労働者が複数作業を行う場合は、一つ一つの作業について
2週間程度の作業実績を測定。
・なお、障害者のみが従事している作業については、比較対象労働者の
作業実績は2週間でなくとも良い。

減額率算定表の作業実績について、２週間程度測定
しましょう！



精神または身体の障害により著しく労働能力の低い者

3 . その他注意事項

・許可後に減額対象労働者の従事する業務や労働の態様（労働時間の変
更含む）等に変更があった場合、許可の法的効果は生じない。変更後の
業務について改めて許可を受けなかった場合、当該労働者に対して最低
賃金を支払わなければならない。
・申請者が変更後の業務について新たに許可を求める場合は、併せて、
変更前の業務に係る許可について取り消しの手続きを求めること。
・断続的労働に従事する者の包括申請において、労働者に入れ替わりが
あった場合、当該入れ替わった労働者にかかる新規申請が必要。

許可書と異なる場合、速やかに申請しましょう！

断続的労働に従事する者



3 . その他注意事項

・日によって実作業時間数と手待ち時間数が異なる場合、一定期間ごとに区分した期間の
うちのどの期間を取っても当該者の所定労働日数、総所定労働時間数、総実作業時間数及
び総手待ち時間数がそれぞれ一律となる一定期間を平均して１日当たりの所定労働時間数、
実作業時間数及び手待ち時間数を算定すること。
・このような一定期間が特定できない場合、勤務割表等により減額対象労働者の所定労働
日数並びに各労働日ごとの所定労働時間数、実作業時間数及び手待ち時間数が確定できる
期間を平均して１日当たりの所定労働時間数、実作業時間数及び手待ち時間数を算定する
こと。
・一定期間を平均して１日当たりに換算する場合、実作業時間数は秒単位を切り上げ、手
待ち時間数は秒単位を切り捨てることにより、分単位とすること。また、所定労働時間数
は、これら算出した実作業時間数と手待ち時間数の合計とすること。

日によって実作業時間数と手待ち時間数が異なる場
合、平均して算定しましょう！

断続的労働に従事する者



－お問い合わせ・パンフレット等－

（１）最低賃金の減額の特例許可申請書様式・記入要領

岐阜県内７つの労働基準監督署または労働局監督課

にお問い合わせください。

岐阜労働基準監督署

大垣労働基準監督署

高山労働基準監督署

多治見労働基準監督署

関労働基準監督署

恵那労働基準監督署

岐阜八幡労働基準監督署

岐阜労働局監督課

（２）申請に関するお問い合わせ

厚生労働省のHPはこちら

減額特例 様式 検索

からもご覧いただけます。



ご清聴ありがとうございました
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